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I　はじめに
　ただいま，椿学部長から過分なご紹介をいただきまして，ありがとうござい
ました。また，本日の講義にあたりまして，いろいろ準備をしていただきまし
て，。本当にご迷惑をかけたのではないかと恐縮しております。
　今，椿先生からご紹介いただきましたように，．私，昭和26年の3月に第一商
学部を卒業いたしまして，当時発足したばかりの新制大学院に入ったわけであ
ります。、一ですから，，戦後新しくできた新制大学ρ第1回の卒業生で，また新制
大学院の第1、期生でもあるということであります。当時は，，‡だこの制度が新
しくできたばかりで，大学のほうもどうやって教育してよいのかやからない。
こ、とに大学院に関しては，若干まだ混乱しているという状況がありまレて，大
学もあるいは教えられる先生も，非常に困ったのではないのかと思っておりま
す。、それはとも・かく，なんとか大学院の博士課程を終わりまして，教員の道を
歩くというζとになりました。討算しますと，41年問，・この商学部で講義をさ
せてゼただき，、助手を含めまして，42年間教員生活を送らせていただいたわけ
です。・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　341
　154　　　　　　　　　　　早稲田商学第378号
　それから，助手になる前に修士課程を終わった段階で，すでに亡くなられた
青木茂男教授から，早稲田実業へ行って教えるよう指示がありまして，早稲田
実業で，実は3年間ばかり博士課程の在籍中に，非常勤講師を勤めさせていた
だきました。ですから，それを含めますと44年ということになります。当時，
早稲田実業は，現在のように系属ではなく，まったく別の学校ということだっ
たのですけれども，ただ非常勤としては，商学部の先生方が何人も向こうで教
えておられまして，私もその1人という形で，勤めさせていただいたわけです。
非常に自分にとってもいい経験であったと考えております。
　早いもので，早稲田実業で，初めて会計学の講義をやった時の学生に，加藤
盛弘君という学生がおりまして，その人がその後，同志社大学に進まれて，現
在同志社大学の会計学の主任教授になっております。
　一昨年，早稲田大学で日本会計研究学会の全国大会がございました。会員数
！600人で，大変な準備が必要だったのですけれども，私，準備委員長を勤めさ
せていただきました。ところが，翌年は同志社大学でやることになり，加藤君
が準備委員長だというわけで，私もいろいろな準備のために集めた資料などを，
加藤君にそのままそっくりお渡ししまして，同志社大学でも非常にすばらしい
大会が開かれたというような縁が，現在でもございます。
　また，私がゼミを持って，第1回の卒業生から，優秀な方が社会に出て活躍
しております。特に，早い時期に卒業された方は，それぞれ，企業あるいはい
ろいろな組織で，中心的な重要な役割を果たしているということでございます。
いい学生に恵まれたと，本当に自分にとっても，幸福なことだと感謝しており
ます。
　さてこれから，お知らせしました主題に沿って，話を進めますけれども，こ
こで，新しい理論を展開したり，難しい話をしたりする気は，実はございませ
ん。もっともらしい資料は配ってありますけれども，むしろそれ以外の話を織
り混ぜながら，ひとつ，最後の講義をさせていただければと考えております。
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　経営分析という題を選んだ理卸ま，阯先ほど椿学部長から紹介がζざいました
けれども，」いろいろ．な科目を担当いたしま’したけ牝ども，専門科且で簿記はと
もかく，それ以外ξい一うこμこなると，私は商学部では原価計算論と経営分析
論，・2つの講義を申心に担当したわけです。ですから，」専門といいますと、科
目でいえば，、その2つということになると思うのですけれども，実は原価計算
のほうは，今日の1限，9時からの講義で，最終講義をやりましたので，原価
計算は除きまレて経営分析を申心に，いろいろお話を、させていただければとい
うこ、とで，こういう題を選んだわけであります。
　経営分析論は，、現在は片山先生が担当しております⑪阯私は今から15年くらい
前奏で，6，一7年間，二経営分析という講座を担当いたレました。、自分にとって
いろいろな勉強になったということがございます。したがいまして，それにつ
いていろいろなテーマを決めまして，話題とさせていただければということで，
奉手元のニレジュ，メをお配りしたわけであカます。
　まず；、経営分析を学生に教えます場含，会計学の，一環として教えることにな
ります。大学によっては経営学のほうに入れているとζろも、ありますが，一これ
はどこから見ても会計学の一部だという千う㌧我々は考えております。ただ・
会計というものを考えた場含に，’結局2一つの側面がある。ひとつは財務諸表，
つまり会計資料を作る側の立場である。これは特に，それな、りの専門家が作る
ということで，財務諸表をひととおり作れれば会計入として！人前だと恩いま
すけれども，これは一部の人達がこの仕事に携わるということです。
　それに対しまして，できた財務諸表を見る立場ですね，、これは非常に範囲が
広いというのが現実でありまして，」会計の専門家一ももぢろんそうですし∴そう
ではなくても営」業担当者でも取引している会社の信周状態はどうな、んだろ’うと
いう’ようなことを丁，、当然考える。その場合にいろいろな情報を集めますけれど
も、そのひとつ’として財務諸表のLデ∵タはどうなっているかいうことを，当然
見る必要が出てくる。ですから；一会計というひとつの殻の中ではなくて，一営業
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であるとか，あるいは総務であるとか，場合によっては技術系の人も，こうい
う財務諸表を見てある種の判断をするということが，必要になってきている。
つまり，現実にそれが行われているということであります。ですから，経営分
析は，非常に広い範囲に影響を及ぼす学問だというふうに考えております。
　特に，実際に自分で財務諸表が作れて，そしてまた，財務諸表をそれをもと
にして判断していくというのが，一番理想的かもしれませんが，そうではなく
ても，財務諸表は作れなくても経営分析はできるのです。つまり，ちょうど絵
でいいますと，絵を描く人と論評する人がいる，評論家はいろいろなもっとも
らしいことをいうけれども，では連中に絵が描けるかというと，描けない。で
すから，財務諸表が作れなくても，批判はいくらでもできるということであり
ます。
　また，授業で学生諸君に教えてもですね，会計とか簿記だと嫌な顔をする学
生が多いのですけれども，経営分析のほうは必ずしもそうではないというのが，
我々の講義をした印象であります。いわば，面白いとはいえないけれども，そ
れに近いような興味を抱く学生諸君が結構多くいたということであります。
皿　経営分析発展の歴史的考察
1．アメリカにおける信用分析の発展
　まず，この経営分析という言葉の意味，皆さんご存じだと思いますけれども，
その問題から入らせていただきます。わが国では通常「経営分析」といいます。
あるいは「財務諸表分析」といういい方も，一部ではしております。国によっ
て，ちょっといい方が違うのです。大きく分けますと，ドイッ系とアメリカ系
に分けられると思います。
　アメリカ系のほうからいきますと，アメリカは要するに最初は信用分析から
発展した。つまり銀行が企業に対して与信行為を行う場合，そのお金を貸して
も大丈夫かと，誰でも考えるわけで，そこでそれを判断する。当時は縫営者の
測
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個人的な信用度とか，あるいは財産がどうであるとかいうようなことを，基準
にしたということなのですけれども，ところが企業の組織が大きくなると，そ
ういう個人を中心とした判断では全体の実情をつかむのは難しいということに
なって，そこで企業という組織そのものを判断しようということになった。そ
こで，企業が作っております財務諸表をいろいろ分析するということから始
まってですね，アメリカにおける財務諸表分析が発展した。当時は信用分析と
いう形でしたが，その後，投資分析，あるいはその他のいろいろな手法が発展
していったわけであります。
2．ドイッにおける経営比較の展開
　1）ドイツ経済合．理局の設置
　それに対しまして，ドイツの場合はどうかといいますと，第一次大戦後に，
ドイツが戦争に負けました結果，過大な賠償金を要求された。またドイッの企
業も皆疲弊していてどうしようもない。そこでですね，当時の政府が何とかド
イツの企業の再建を手助けできるような方法を考えたいということで，当時ド
イツに経済省というのがございまして，ちょうど日本でいうと大蔵省と通産省
をつないだような省なのですけれども，今は経済財政省といっておりますが，
その外局にそれを専門に扱う部局を作ったわけです。これをですね，ドイツ経
済合理局と日本では呼んでおります。エル・カー・べ一（RKW）といいまし
て，これをドイッ経済合理局と通常呼ぶんですね。ただ，これは非常な意訳で
ありまして，直訳するとRKWすなわち，Rationalisierungs－Kmratorium　der
Deutschen　Wirtschaftですから，経済合理化のための墓準委員会というのが，
正しいと思うのですけれども，日本ではドイッ経済合理局と通常呼んでおりま
す。そこで，企業相互問の経営比較を中心としてドイッの特に中小企業を中心
とした経営指導をやろうとしたわけであります。
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　2）コンテンラーメンによる会計処理の統一
　ところが，財務諸表を集めてみても，その当時はドイッの企業の財務諸表は，
特に中小企業では皆，財務諾表がてんでんバラバラだということで，データー
を集めて，そこからいろいろな統計的な処理をやろうとしてもできないという
問題が出てまいりました。そこで，今度は会計のシステムを統一化しようとい
う動きになったわけであります。
　当時ドイッに，シュマーレンバッハ（Schmal㎝bach，E．）という会計学の大
先生がおられまして，その人が中心になって，コンテンラーメン（Kont㎝．
rahmen）というものを作った。これは，勘定組織とか勘定の枠組みとかいう
ふうに，訳せばそういうことになるのですが，シュマーレンバッハがこれを作
るときにデシマル・プラン（decimalplan）を考えまして，Oから9までのク
ラスに全ての勘定科目を分類する。そして，それぞれのクラスごとに，勘定の
性質にしたがって，勘定科目を割り当てていく。このコンテンラーメンの特徴
は，貸借対照表，損益計算書といった財務会計上のデータだけではなくて，原
価計算のデータもそこに入れたのですね。0から始まりまして，0から1まで
はだいたい貸借対照表系列の科目，2は調整勘定中心，3から8までは原価計
算関連のデータを入れ乱そのほかは，損益計算書と決算の科目ということで，
こういうコンテンラーメンをまず制定いたしまして，それを中小企業に対して
かなり強力に，それに基づいて経理をやるということを要求したわけでありま
す。
　そして，このコンテンラーメンに基づいて，ドイッ経済合理局が各企業に対
して，データの提出を要求したわけです。それで，集まったデータをそれぞれ
統計処理にかけまして，標準値あるいは乎均値など，いろいろな値をそこから
取り出します。それをまた，各企業に対して送り返すという作業を，ここを中
心にやったわけです。
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　3）ドイツ経済合理局による経営指導
　ただ，中小企業といっても種類がいっぱいあるし，大小があるし，というこ
とがありまして，これをドイッ経済合理局が一手に調査・指導するなんてこと
は，とても人手の点からいっても無理だし，また同じ中小企業といっても業種
がいろいろで内容が統一されているわけではない。そこで次に考え出された方
法は，各業種別にそれぞれ連合会のようなものを作らせて，その中に管理指導
をするようなセクションを作らせたのですね。今度は，そこで業界ごとにデー
タを集めて，それを分析するという形に変わってまいりました。それぞれ業界
の団体のセクションが，傘下の企業についてとにかくデータをいっぱい集める。
　ここで考えられたことは，企業というのは業種ごとに，財務面からすると一
定の形式がそれぞれ成り立つはずだということです。これは，英語ではコモ
ン・サイズ・ステートメント（COmmon　SiZe　Statem㎝t）といいますが，財務諸
表は，損益計算書，貸借対照表の各項目相互の割合とか，全体に対するそれぞ
れの位置づけとかいうふうにして，統計を取ってまいりますと，だいたいひと
つの平均的な線が出てくる。ちょうど人聞でいいますと，昔，八頭身というの
が流行ったけれども，ああいう形で理想的な体型があるとすると，企業にも同
様のことがあるはずだ，とくに財務面からもあるはずだ。ところが，その中で，
一般的な平均値に対して，異常に異なった数値が示されている財務諸表がある
とすると，これは何か原因があるはずなので，その原因を追及するということ
なのですが，しかしその原因の多くはあまり芳ばしい原因ではない。
　そこで，各業界ごとの団体が各企業に対してそういう指示を与えるというこ
とをやったわけでありまして，有名なのはドイッ機械工業連合会，ここでは非
常に精綴な分析をやったといわれております。
　ですから，ドイツの経営分析というのは，まず上部団体があって，そこが傘
下の各企業からデータを集めて，それに対していろいろなパターン分析などで
指示を与えるという形で，上から傘下の企業をいろいろ管理指導するという観
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点で，経営分析の手法がいろいろ発展したということであります。経営分析の
技法はいろいろありますけれども，そのなかでこの分析法は構成比率分析と
いっておりますけれども，この分析法はこのようなことから始まったわけで
す。だから，ドイッでは「経営分析」といわないで，当初は「経営比較
（Betriebsverg1eich）」といいました。それはなぜかというと，今いったような
理由でですね，上部団体が下部の企業についていろいろ管理指導する。そこで
やっていることは，平均値に対する各企業の個々のデータの食い違いを明らか
にして，その原因を探っていくという方法で指導をやったわけです。
　4）コンテンラーメンによる経営指導の効果
　ところがですね，第二次大戦が始まることになり，戦争でまたドイッは負け
たわけですけれども，ところが第二次大戦の後まで，実はこのシステムがずっ
と続いておりました。それなりの効果があったということは文献にもいろいろ
書いてあるということなのですが，実はどの程度なのか，ピンとこないという
のが私自身の感想だったのです。
　ただ，私，1970年から1971年にかけまして，ドイツのケルン大学に留学いた
しまして，なるべくドイツの企業を調査しようと，あちこち伝を求めて訪問い
たしました。大きな会社ももちろん行きまして有名な鉄鋼会社に行ってみた
けれども，こういうところは規模が大きすぎてしまって，なんか日本で新日鐵
やNKKを見に行っているのと変わらないような感じがする。それに対して中
小企業にもあちこち行ったのですが，中小企業では非常に印象に残っていると
ごろが多い。
　ということで，いろいろな業種に行ってみました。たとえばビール業界，当
時ドイツにはビールのメーカーが2400社あったんですね。だいたい皆，中小企
業で，そういうところに行って，いろいろビールをご馳走になりながら（笑）
……，話を伺うというようなこともやりました。ただ，そこでわかったことは，
　348
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日本におけるビールの製造法と，ドイッにおける製造法は非常に違うというこ
とらしいのです（笑）。私も説明を聞いても特殊な言葉も使うしピンとこない。
要するに，ビールの麦を，いろいろ機械を操作して，成熟させて，発酵させる。
それを，日本は上から取ってドイツは下から取るんだというのだけど，それは
どういう問題なのかさっぱりわからないのですが，飲むほうはいっぱしに飲み
ますが（笑），作るほうはあまり関係がないということで……。
　ただ，そういうことをやっているうちに，実はドイツにアーヘン（Aachen）
という，ちょっとベルギー寄りですけれども，都市がありまして，その近郊の
ドイッの中小企業を日本のある大企業が買収したのです。そこで，その日本の
企業の主導の下に，その中小企業は生産，販売をやって，結構うまくいってい
るんだという話を聞き出しまして，そこに押しかけて行ったわけです。日本か
ら3人の人が来ておりまして，社長と経理担当の人と，それからもう1人，技
術関係の人とおりましたけれども，従業員数は150人で典型的な中小企業だっ
たと思います。そこでですね，いろいろな話をしたのですけれども，その中で
実はこのコンテンラーメンの話をいたしました。これをどう恩うか，どういう
ふうに役に立つのか，現実にどうなのだという話をしましたところ，実はその
1人の経理担当の方がですね，「私は，日本で20年間原価計算をやってきた。
それでこっちに来たのだけれども，実は原価計算のデータがこんなに役に立つ
とは知らなかった」というのですね。そのシステムは先ほどいったとおりで，
調査票が来るとそれに数字を書き入れて上部団体に送り，またそれが返ってく
る，そこにいろいろなことが書いてあり指示されているというので，これは非
常にすばらしいシステムだということをさかんにいっておりました。要するに
マス（maSS）の原理というか，たくさんの数字を集めていろいろ分析すると，
思いがけない効果も出てくるものだなあということを，感じたわけであります。
　ただ，その調査なのですけれども，我々も日本でいろいろな調査をやりまし
た。ところが，まず調査票を送っても返ってくるのはほんの微々たるもので，
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面倒くさいということだと思うのですが，ところがドイツの場合は，このコン
テンラーメンに関しては100％ではないけれども，それにほぼ近いくらい返っ
てくる。これは，ドイッ人が几帳面だからどうのこうのということもあるのか
もしれませんけれども，しかし，調べてみるとそればかりではないということ
がわかりました。
　それはなぜかというと，コンテンラーメンで勘定の枠組みがキチッと決まっ
ているんです。これは，どこの企業でも同じなのです。それから，ついでなが
ら，帳簿の形式からなにから，皆同じなのです。送り状の形式まで同じなので
す。どこでやっている経理システムもほとんど同じなのです。ところで，団体
が送る調査票で一番困るのは，いちいち数字を記入するのに計算するのが必要
で，足したり割ったり引いたり掛けたりというようなことをやるのが，面倒く」
さい。ところが，ドイツの場合のコンテンラーメンはそれぞれの勘定尻のデー
タをただ移せばよい。かなり詳細な調査なのですけれども，調査票に数字を書
くにあたって計算の必要がない。したがって，回収率が非常に高いということ
がわかりました。
　ですから，ドイツの企業，とくに中小企業は，とにかく会社を変わっても，
その日からすぐ仕事ができる。なぜならば，どこに行っても会社でやっている
経理は皆同じだからです。ところが日本の場合はですね，会社はそれぞれ独自
の経理システムを持っておりまして，だから会社を変えることになりますと，
そのシステムに憤れるまでに時聞がかかる。ところがドイッの場合はですね，
その日からすぐ仕事ができる。その理由は今もいったように，どこに行っても
同じことをやっているということなのです。そのぐらいに統一してやっている，
徹底してやっているということですが，なかなかすばらしいなということを，
もちろん考えたのです。
　けれども，ただそれがすべていいかどうかということなると，ちょっと私も
わからないところがありまして，やはり会社というのはそれぞれ規模の違い，
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業種の違い，それからそれぞれ個性も違うという、ことがあるから，したがって
経理システムをデザイ’ンする場合，やはりその会社にぴったりあったシステム
をデザインして～）くことが本当は必要なのではないかという気もするんですね。
だから，一ドイツのようにどこへ行っても同じことやっているというのが，．はた
していいのかどうかということは，ちょっと私にもわかりません。ただ，統計
調査をする場合にはきわめて便利だということであ・ります。
　まあ，そのような経験を向こうでいたしました。いずれにしても，そう・いう
ことからドイッでは経営比較といういい方が当時は一般的で，現在では経営分
析といういい方も多くなりましたが，当時は経営比較のほうが∵般的でした。二
その中には；1単に財務諸表，すなわち貸借対照表と損益計算書から出るデ、タ
だけではなくて，原価計算上のデータも入っており，それを相互に比較すると
いうことなのです。そういう違いがあるという’ことですが，一日本では，財務諸
表分析の「分析」と経営比較の「経営」皿をとって，’経営分析といっているケー
スが多いというわけであります。」
　5）皿欧州の経済連合のコンテンラーメンヘの影響．
　ただですね，このRKWによる経理の統一システム，コンテンラーメンが，
その後変わる■ことになる。それはなぜかといいますと，’欧州の経済連合の間題
ですね。特に問題なのは，フランスでありまして，フランスでも似たようなも
のがあるのですね。
　ところが，これはもともを第二次大戦申にドイッがラランスを占領した。そ
の時にフラシスの企業の実態をつかむとレ）う意味から，・ユフランスの企業に対し
てドイツ流の経理システムを強制したわけです。．これをゲ∵リング∵プランと
いいますがぎ1＝それに墓づいて，、」戦争が終わるまでばフ’ランスの企業もやづたよ
うです。
、皿徽争が終わろて，山フ、ランスはそれをすぐにやめようとしたわけですが，その
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結果どういうシステムになったかというとですね，アメリカ流というのはどう
もピンとこなかったらしい。というのは，フランスの場合は，国が投資してい
る，あるいは直接運営している国営企業もあるし，そうではなくても，かなり
国が資金を企業に対して投入しているという実情がありまして，そういう企業
をコントロールするというには，どうしたらよいかという問題が起こる。フラ
ンスの場合は，戦後は，プラン・コンタブル（plan　comptab1e）といっており
ますが，そういう政府が投資した資金の行き先がですね，どういうふうに効率
的に運用されているか，正しく運用されているかを調べるという観点で，実は，
この企業経理の統一というシステムを採用したということで，内容は，ドイッ
のコンテンラーメンとアメリカ流の経理・会計システムのちょうど申問をいく
ような形のもので，これは基本的には現在も続いております。
　ところが，欧州が経済的に統一するということになって，今までのドイツ流
の管理システム，経理システムをそのまま通すのは，なかなか難しいという状
況があって，そこで，フランス側に少し歩み寄ろうということになったのです。
ただこれには，当時のドイッの，研究者，殊に若い研究者などは大変な反発で，
なんでこんなにいいものをやめなければならないんだと，さかんにガタガタ
やっておりました。で，変わったというのは，ちょっと管理会計的なところの
情報が減ったというところです。まあ，そういうことなどで，問題があるとい
うことです。
m　近年における経営分析論の動向
次に，経営分析論の現状ということになりますが，経営分析というのは，あ
る意味では非常に範囲が広くて，どこからどこまでというのはなかなか難しい
ところもありますが，経営分析関連の問題として，私が講義やいろいろな書物
で取り上げたのが，大筋として3つあるのです。ひとつは付加価値計算という
問題で，それから第二は，部門別の業績評価という問題です。それから，第三
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番目は資金管理で，それぞれについてこれから話に触れさせていただきます。
1．経営分析と付加価値計算
　1）付加価値計算の意義
　まず付加価値計算というのは，戦後1950年代の後半から，問題になってきた
わけであります。付加価値，これはvalue　addedというんですが，この付加価
値がなぜ問題になったかというと，元々は経済学で取り上げた問題なのです。
生産関数など，いろいろ問題になります。それはそれなのですけれども，ちょ
うど付加価値というものは概念的にいいますと，（1）式のとおりです。
　　付加価値＝生産高一前給付原価……（1）
　ちょっと簡単な式ですけれども，付加価値というのはいろいろな計算の仕方
があると思います。ただ，個別企業のレベルで計算するということになります
と，企業の生産高，場合によっては売上高ですが，それから前給付原価を引き
まして，残りが付加価値であるということです。前給付原価とは何かといいま
すと，前の企業の作り出した生産物という意味です。ですから，企業がそれぞ
れ生産活動を行っていると，図1のように，一方は自然から始まって最終的に
は消費者に渡すわけです。その中に企業が連鎖のようになって，生産物に加工
を加えそれを次の企業に引き渡すということの繰り返しで，緒局，最後は消費
者に渡る。したがって，前給付原価というのは，要するにその前の企業が作り
出した生産物です。それを購入いたしまして，それにさらに価値を加えて，そ
して次の企業に引き渡す。その価値を加えた分を，付加価値と呼んでおります。
図1　企業の連鎖
1然一「，一L｝［，一消費
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　そうしますと，付加価値の中味は何かということになります。これもいくつ
かの項目に分けられますけれども，まず第一は人件費です。それは給与，賃金，
その他福利厚生費も含みます。それから，第二は資本関係に対して配分される
ものでありまして，資本費です。これは支払利息，割引料，社債利息，それか
ら配当金と，もうひとつは必要な社内留保もこの中に入ります。そして第三は，
税金です。法人税などの税金であります。この3つから基本的には成り立つ。
これを示すのが（2）式です。
　　付加価値≡人件費十資本費十税金等……（2）
　また人件費，これを労働配分といいまして，それから資本費を資本配分，税
金を社会配分というふうないい方もいたします。要するに各企業がどれだけの
価値を作り出したか，社会的経済的に価値を作り出したかということと，それ
からもうひとつは，作り出した価値をどのように分配したのかということを，
これで追及していこうということであります。これらは，図2のようにまとめ
られます。
図2　付加価値の構成要素
付加価値
労働配分　（人件費） 　資本配分（利子・配当・内部保留） 社会配分　（税金など）
　2）ラッカー・プランと労働分配率
　実はこの問題をめぐって戦後華々しく出てきたプランがあります。それは
ラッカー・プランといいます。要するに，戦後一時期，日本もそうですし，ア
メリカもそうなのですけれども，各企業はかなり労働問題に悩まされました。
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組合からの要求や，ストライキがしょっちゅう起こるという時期をさんざん経
験した。当時は，組合と交渉できる人聞なら誰だって社長になれるといわれる
ような時代でもあったのです。
　そこで，賃金をどういう水準に決めたらよいか，これはどこの企業でも悩む
問題であったのです。「適正な賃金」と口ではいいますけれど，実際，何が適
正なのか，どういうレベルが適正か，わかったようでわからないようなところ
があるわけで，マーケット・バスケット方式などという，ややあいまいな方式
で賃金が決められたりした。場合によっては力ずくで決まるなどというような，
きわめて非合理的な決定も行われていた。
　そこで，ラッカー（Rucker，A，W．）という人が，もう少しこれを合理的に決
定できないものかと考えたわけです。彼は，その後，労使問題，ことに賃金問
題の専門のコンサルタントになりまして，彼独自のやり方をあちこちの企業に
行って指導して歩いたということから，これをラッカー・プランといいます。
彼はどういうふうなことをいったかといいますと，たとえば経済的にいろいろ
な統計があります。生産活動その他統計がありますけれども，これは分析して
みると，経済全体，あるいは製造業全体，あるいは業種別に見ると，マクロ的
には，労働所得に対する分配割合はそんなに変わっていない。不況もあったり
戦争もあったりしたけれども，分配割合はあまり変わっていない。アメリカで
はシカゴ大学の人達が申心になって，そのような調査をやっております。
　ラッカーはそれに目をつけまして，要するに会社と組合との間で賃金の決定
をめぐって紛争が起こる。ああでもないこうでもない，あるいはストなんかも
やる。その挙句に決まった賃金というのは，付加価値との間にかなり高い相関
性を持っていて，そんなに変わらない。だとすれば，お互いに徹夜で団交を
やったり，非生産的なことに精力を投入する暇があれば，むしろその精力を企
業の生産性を高めるというような方向に投入していったほうが，ずっと効率的
だということです。ですから，あくまでこれは企業の側からする論理ですけれ
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ども，付加価値を分析することによって，適正賃金を決めていったらどうだろ
うということなのです。
　当時の統計によりますと，製造業全体で付加価値に占める賃金配分の割合と
いうのは，±39，395％なのです。ほぼ40％に近いのです。それ以外は，税金あ
るいは会社の取り分ということになります。それが，標準偏差で±L663だっ
たということは，もちろんデコボコはありますが，かなり平均化されていると
いうのです。それならば，最初から力ずくの交渉をやらないで，そういう線で
いったらいいだろうということで，つまり今までの分配を前提にして，今後も
付加価値の大きさにスライドする形で賃金配分も決めて行ったらいいではない
かということです。
　ただ，この賃金への配分割合は，業種によって違う。例えば，資本集約型の
業種では分配率が低いんですね。これは，アメリカの統計ですと，1915年から
55年くらいまでの統計ですと，石油とか化学という資本集約型の産業では20％
そこそこです。ところが一方で木材，皮革，繊維のような労働集約型の産業で
は50％を超えているのです。ただし，その範囲内では，そんなに大きな差はな
いというところから，だんだん推し進めていきまして，結局よく考えてみると，
企業によって差がある。したがって，その企業の過去の分配割合を基準にして，
今後の分配割合も決めて行ったらいいではないかということなのです。過去何
年かの平均分配率をとって，それを今後の労働分配の割合として，それを源資
にして賃金給与を支払う，ということです。これが，その当時経営者の問で非
常に歓迎されまして，一時は大変な勢いであったことは事実でございます。
　日本にもご存じのとおり，日本生産性本部（現在の社会経済生産怪本部）とい
う団体がありましたが，あれも実は，このラッカー・プランに若干刺激されて
作られたところもあるのです。いろいろな思惑もあったと思います。当時は労
働問題が政治闘争化したというようなところから，そうではなくて，経済闘争
が本来なのだという意味も含めて，日本生産性本部が経営者はもちろんのこと，
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労働者に対してそういう教育をしていくというようなことも，現実に行いまし
た。
　それはともかくですね，このラッカー・プランによる労働分配率，これに
よって，賃金を決めていけば簡単に決まる。しかも会社の業績にある程度スラ
イドしている。賃金を払いすぎれば，結局会社の業績は長期的には悪化するわ
けだ，ということで，これによって，賃金の支払いが過剰になるのを防ごうと
いう思惑ももちろんあったと思います。
　ただ，このラヅカー・プランというのは，一見きわめて合理的のようだけど，
実は問題はそう簡単ではないということも，また当然いえることであります。
要するに経済がいろいろと動くと，つまり好況・不況，それが大きく波を描く
ようになってくると，当然賃金に対する配分も異なってくるという現象が当然
起」こるわけです。そんなことで，実はラッカーがいっていることは合理的のよ
うに見えるけれど，実際に適用するにはかなり困難がともなう。また，労働組
合の側からすれば，ただ頭を下げてもらうというのは，いかにも何となく相手
のいいな、りになっている感じがする。そこで形だけでも喧嘩をするという格好
をとらなければならない。などと，いろいろな思惑がありまして，これは意識
の問題ということもありますが，どうもラッカー・プランというのはうまく行
かないという．ことになって，現在ではあまり問題にされておりません。
　3）　レーマンによる経営経済理論の提唱
　ところがですね，ζの付加価値と労働分配との関係を，実は別の角度から問
題にした人がいるわけです。これは，ドイツの経営学者で，マックス・ルドル
フ・レーマン（Lehmam，MaxRudo1f）という人です。この人は，かねてから，
1920年代にすでにこの問題に関する著書があるのですが，従来の経営経済の理
論，すなわち国民経済と経営経済とは方法論が違う，あるいは国民経済学と経
営経済学は違うという考えに反対した。　　＾　　　　　一
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　この理論は単純な例でいいますと，例えば，価格はマーケットで決まるとい
うのは，経済全体の問題である。ところが経営学の，特に会計の場合は，なぜ
その価格がマーケットで決まったかということは原則として問題にしないわけ
です。それは，商晶の販売あるいはマーケテイングの観点からすれば，そうい
うことを研究するのはもちろん重要です。ただ，会計としてはそれは必要では
ない。つまり，マーケットでその価格が成立したということを前提に計算する
わけです。ですから，それで売上がいくらになったかということが確認される。
また，材料を買ってくるときに，いくらで買ったかが問題で，それはマーケッ
トで高いあるいは安いで値が決まった場合，なぜそういう価格に決まったかと
いうことは，会計では問題にしない。とにかく，その価格で買ったんだ，それ
をべ一スにして原価計算をやるということですから，したがって，方法論が
まったく違うということです。ですから，国民緩済学から離れて，経営経済学
というものがひとつの学閥として成立するということになったわけです。
　この点に関しては，経営経済学の内部でも，いろいろな考え方が別れており
まして，一つの考え方に従えば，経営の内部，経営組織が大きくなればなるほ
ど，組織固有の問題が複雑になってくるので，経営の内部を分析する手法とし
て，経済学の手法では無理で，新しい手法の開発が必要だということから，経
営学や会計学が誕生したといってもよいのではないかという主張です。
　ただ，そうはいっても，企業はひとつの国の経済の中で動いている，あるい
は国際化したグローバルな世界の中で動いている。当然，企業の問題を研究す
る場合にはですね，経済全体の影響が一体どうなんだということも，当然考え
なければならない。したがって，経営の問題を分析する場合には，まず経済全
体の問題から出発するべきだという議論もあるんです。
　そんなところで，考え方がいろいろ別れるわけですけれども，会計学などで
はシュミット（Schmidt，F．）という人が，有機体論という学説を立てて，資産の
評価を全て時価でやれなどということを，さかんにいった。今さかんに議論さ
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れていることを，すでに1920牛代にきわめて明快な論理をもって指摘したので
すけれど，時価はわかるのですが，、それを実際にどうやって計算するかになる
と，困ってしまうという問題が起きてしまう。
、まあ，それはそれだったのですが、レーマンも，■経済と経営をもクと総括し
た形で論理を展開できないかということを，考えた人であります。それを中問
的に取り仕切るひとつの数値として，付加価値というものを持ち出しました。
です牟ら，付加価値というのは，経済全体にとっても重要な指標だし，あるい
はそれは企業を牙析する場合にも重要な指標なんだという問題意識から，付加
価値というものを彼の経営経済の理論の中に入れていったわけであります。
　4）企業成長と付加価値の測定
一その後ラッカーなどという人が出てきて，冊労働分配が一定だというのをいい
だしたが，まあ，レーマンのほうがはるかに先輩で理論家ですから，たちまち
ラッカーの考え方に批判を加えました。彼は，ラッカーは労働分配率が一定で
あるといっているが一定ではない、分配率というものは変わるのだということ
を，指摘したやけであります。特に．レrマンがいったことは。ラッカーのよう
に分配率が一定で賃金を配分していると，資本集約化がすすむ企業では資本に
対する分配が相対的に減り，結局，、企業は資本の回収が十分にできずいつか行
き諸まるはずだということを，指摘したわけです。
．つまり，付加価値が増える原因が問題で，たとえば高度の設備投資をやって，
設傭を合理化して，そのことによって付加価値が増えた、その付加価値が増え
ゑという．のは投資の効果によ乱、、だからそれに、よって増えた付加価値は川当然
資卒が配分牽受げるべきであるという考え方で丸ラッ㌔カ・一のように，何でも
今までの配分率でやればよい・という，そういう簡単な問題ではない，などとい
うことから始まりまして，いろレ）ろな問題を指摘しております。彼の主張のポ
イントは付加価値の分配割合は変わるというこどです。一
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　たとえばこれについてはシュタインドル（Stei皿dol，Joseph）という人もおり
まして，彼も前からいっているわけです，分配率は変わるんだと。ただ変わる
にはパターンがある。たとえば成長型の企業は労働分配率は減る。逆に成熟型
の企業は分配率は若干高くなる。衰退型の企業では分配率が異常に高くなる。
皆それぞれ分配率というものは，その企業がおかれている状況によって変化す
るということを，彼は指摘しております。
　レーマンも，分配率が一定だというのはどこかの語であって，現実の問題は
そんなに簡単には片付かないということで，彼なりの理論を展開したわけです。
レーマンの場合は，付加価値といいますけれども，厳密にいいますと付加価値
ではなくてWertsch6pfungといいまして，直訳すれば「創造価値」というこ
とになります。内容は付加価値とまったく同じであります。
　このように，労働分配率をめぐっていろんな議論があるということなのです
が，わが国の場合どうなっているのだろうということになります。わが国の場
含は，正式な統計が動き出したのは，昭和でいいますと20年代の後半からです。
まあ，日銀の統計「主要企業経営分析」が一番早かったということですけれど
も，その後三菱経済研究所（現在，三菱総合研究所）の統計に，『本邦事業成
績分析』というのがありまして，今は『企業経営の分析』に名前を変えており
ますけれども，この統計で付加価値の問題を上場会社ごとに取り上げています。
ただ，日銀の統計には，実は付加価値に関する統計が早くから入っていたので
す。早くからといっても，昭和30年代の初め頃からで，付加価値と労働分配率
との関係が，ず一っと丹念に統計としてとられていました。だいたいの傾向を
いいますと，昭和30年頃は，分配率が非常に高い。しかも年によって非常に波
がある。ところが，昭和34年の後半からですね，要するに日本の企業が高度成
長に入った時期から，分配率がほとんど40％で定着したわけです。若千，40％
を割ったこともありますが，ほとんど40％台で定着したという事実があります。
　ただ，これは，昭和46年のニクソン・ショックで，為替変動制に移行した段
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階で，実は，製造工業の分配率の平均が，2，3％上がりそのまま推移します。
さらにそれが，今度は48年，49年頃から始まったオイル・ショックで，分配率
が異常に高まって，50％を超すというような状況になりましれ
　ですから，この付加価値を利用していろいろ企業の分析をするという場合に，
分配率が40％前後でずっと定着すると，これはまたいろいろな指標の判断に非
常によい材料になるということなのですけれど，分配率が少し動くというのは
当然なのですけれども，このように大きく動かれてしまうと，この指標はかな
り使いづらいということになりました。しかも，その分配率が上がって，波が
非常に高い，53％とか55％まで行ったこともありますから。またその後下がる
というようなデコボコがあったのですが，これではデータとしては使いにくい。
ただ昭和53年の下期あたりから，分配率がまた40％になり，現在は40％前後と
いうところでずっと推移しております。ただ，推移しているのですけれども，
分配率が定着していた高度成長期と違いまして，やっばり3％くらいのズレは
毎期起こるという状況で現在まで来ております。
　このデータをどういうふうに使っていくかという問題なのですが，一時オイ
ル・ショック後のデータが乱れたので，付加価値論はだいぶ後退してしまった
のですけれども，また，ここでもう少し定着してくれば，またこれを分析する
ということが，いろいろな意味で有効な惰報になるのではないかと思っており
ます。
　5）付加価値分析の展開
　それでですね，このような付加価値の分析がどういう意味を持っているかは
議論があると思いますが，それについて次に検討したいと思いま丸
　実は経営分析の中で収益性の分析というのは重要な位置を占めます。収益性
とは何かというと，その企業に投入された資本が，その企業の中でどれだけの
利潤を獲得したか，これが収益性だと思います。ですから，収益性の基本は利
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益／資本です。それを何で測定するかというと，自己資本も，他人資本も，資
本と称するものは全て分母に入れて，総資本とし，分子には利益と他人資本に
対する支払利息を加えたもので，これが総資本利益率と称しまして，ROI
（Retum㎝Inマestm㎝t）です。これが収益性の分析の基本になるという形で，
それが（3）式のように，細かくまた展開されまして，資本回転率と売上高利
益率に分けられる。また資本回転率も細かく分析される，また売上高利益率も
細かく分析されるという形で，収益性を頂点とした企業の細かい分析指標が構
成されていく。これは資本の側の語です。
　　　　　　　　　利益亮上高利益　　総資本利益率≡　　　＝　　　X　　　　　　　　　総資本　総資本　売上高
　　　　　　　　言総資本回転率×売上高利益率……（3）
　資本の論理はそれでいいのですけれども，それに対して労働側は一体何なの
だということです。まあ，労働の論理という言葉があるのかないのかはわかり
ませんが，従業員ユ人当りに対して人件費をどれだけ払ったかということが，
まず基本になるのではないか。これが，（4）式の従業員1人当り人件費であ
りまして，これは人件費総額を従業員数で割ればいいわけで，簡単なことであ
ります。
　　　　　　　　　　　　　　人件費　　従業員1人あたり人件費＝　　　　　　（4）　　　　　　　　　　　　　　従業員数
　ただ，これは，結局2つの要素に分解される，ちょうど資本利益率が資本回
転率と売上高利益率に分けられるように分解してみますと，つまりそこに付加
価値を入れてみると，（5）式のように，ひとつは人件費■付加価値，もうひと
つは付加価値■従業員数に分解できる。
　　　　　　　　　　　　　　人件費　　人件費　　付加価値　　従業員1人当たり人件費；　　　　＝　　　　X　　　　　　　　　　　　　　従業員数　付加価値　従業員数
　　　　　　　　　　　　＝労働分配率×労働生産性……（5）
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　人件費／付加傾値というのは，労働分配率といいまして，それからもうひと
つの，付加価値／従業員数，これを労働生産性というふう1三丁般に呼々でおる
わけです。」ですから，1人当り人件費というのは，」労働分配率を上げるか，二労
働生産性を上げるか，あるいは両方上がるということもあbえますけれζも，
そヶいうζとで1人当り人件費は上がる、という形になります。
　まず，この労働生産性，付加価値／従業員数というのは一体何を示すのかが
問題です。これも，（6）式のように，2つに分けられる。、それは資本／従業
員数と付加価値／資本1こな孔資本／従業員数牽です牟，資本集約度といいま
して，それから付加価値■資本を資本生産性と申します。ですから，労働生産
性を上げるには，噴本集約度を上げるか資本生産性を上げるかです。つまり有
効な投資をして，しかもその投資を多くするということになるわけです。
　　労働生産性孟付加価値＝　資本　X付加価値
　　　　　　　　従業員数　従業員数　■「賢本■
　　　　　　　〒資本集約度×資本生産性……（6）
　次1；，資本生産佳というのは何かというと，これは付加価値■資本ですが，、
これを決めろのは2つです。こ牝は何牟というと；（7）式のよう年こ，付加傾
値／売上高，これは付加価値率といい，それからもう一ひとつは資本回転率とい
うことになります。
　　　　　　　　付加価値　付加価値　’売上高　　資本生産性：　　　　＝　　　　X　　　　　　　　　資本　　　売上高’一資本
　　　　　　　昌付加価値率X資本回転奉f一、（7）
　そこで。これから企業は成長し，かつ丁方では従業員に対して十分な人件費
を払うと考えますと，労働分配率を上げるというのは簡単章けれども、ζれ幸
上げていくと今度は資本の取り分が滅って，卓．企業はだんだん行き詰ま、ってくる。
だから分配率を勝手に上げる七いうのは，二非常に危険です机九だから，、労働生
産性が問題にな一り章す。そこで労働生産性は，＝資本集約度ξ資本生産性の関係
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から，先ほどもいいましたように，有効な投資を，しかも集約的に行うという
ことが必要になる。
　これはもちろん，当然企業ではやっているわけですけれども，しかし，昨今
の状況を見ますとこれだけで問題は解決しない。ことに有効需要が以前ほどは
ない。三種の神器なんていった時代は我々が若い時代ですから，あの時は，欲
しいけれどお金がない。けれどもそういう需要層に対しては，合理化して価格
を下げる。そうすると今まで買えない人問でも買えるだろうというようなこと
で，そういう形での対応の仕方があった。ところが，昨今はだいたい大抵のも
のは皆持ってしまっておりまして，機能的にはまだ使える，物理的には使える
と，我々のような戦中派は勿体なくて捨てないということになってしまって，
なかなか有効な需要が出てこないということになるわけです。
　そうなってくると，もうひとつの逃げ場がありまして，これが最近しょっ
ちゅういわれている，付加価値率ですね，高付加価値。要するに付加価値を高
めるのです。これまで持っていないような電気製品，また今までにないような
機能をどんどん付け加えていけば，我々みたいなケチな人問でも，古いものを
捨てて新しいものを買おうかという気になるかもしれない一まあ，だいたい
ならないと思いますが一（笑）。そこでですね，付加価値率の向上，高付加価
値化ということがさかんにいわれるのですが，だいたい我々は少しくらい機能
がよくても買いませんが，買わないというのはなぜかというと，機能がたくさ
んついてしまうと，今度は説明書を読むのに苦労をしてしまって，かえって面
倒くさいということになる。しょっちゅう使っているものはわかりますけれど
も，たまに説明書を読んで使うと，そんなのはひと月くらいやらないとすぐに
忘れてしまうということで，どうも我々には馴染まない。ただ，高付加価値化
というのはこれからのひとつの方向であることは間違いないでしょう。
　もうひとつは資本回転率を上げるということですが，需要がどんどん伸びる
という条件が，今までのように見込まれれば資本回転率を上げるということは，
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当然必要で，またその努力はすべきですけれども，なかなかこれもうまくいか
ない。もうひとつは新しい商品をいろいろ開発して，消費者に生産者側が提案
していく，欲しいものは大体そろっているから消費者に買う意欲が起こらない
のではなくて，こういうモノを使いますと便利になりますよと，生産者側がむ
しろ逆に提案していくことも必要です。それで成功した商品も，いろいろあり
ますよね。古くは，ソニーのウォークマンなどというのはいい例だと，・よく引
かれるのですけれども，むしろ生産者側が提案していくというのも，確かにこ
れはこれから重要だと思います。というような関連が描けるのではないか，だ
から資本回転率に対しては労働の側からいえば，要するに従業員1人当りの人
件費，これを支えるいろいろな企業内の組織的な要因を明らかにするというこ
とも，分析に当たっては重要ではなかろうかということで，ひとつの提案とい
う」わけであります。
・なお，時間もあまりなくなりましたので，付加価値の話はまだいろいろある
のですが，これをやっているとこれで終わってしまいますので，あと，2と3，
ごく簡単に触れさせていただきます。
2．経営分析による部門別業績管理’
　1）集権管理組織と分権管理組織
　経営分析による一部門業績管理ということであり、ます。これが，経営組織の問
題に絡みまして，経営組織，管理組織をどう決めていくかということで，これ
はいろいろあるけれど，大きく分けると2つある。ひとつは集権管理組織，も
うひとつは分権管理組織です。集権管理組織はトヅプを中心として，組織が全
てそれから展開されていぐということで，一それに対して分権管理組織は何かと
いうと，・もちろんこの場含もトップが組織」を握るわけですけれども・，ただ組織
というのは権隈の委譲によって成り立つわけです。
」そこでですね，集権管理組織の場合，これも権限を委譲するから組織が成り
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立つわけですね。人を雇うということはその人にその仕事をさせる権利を与え
るから，だから彼の仕事は成り立つわけです。したがって，権限の委譲が行わ
れますが，集権管理組織における権限の委譲は個別的委譲です。これをこうい
うふうにゃれよと，ひとつひとつ権隈を個別的に委譲していくという形になり
ます。だから，そこでは例外原理ではないのですけれども，要するにこの人に
このことを教えておけば，後はそれを繰り返していけば，その人間は仕事がで
きるのだという，そういうかたちで部下にルティンワーク的な仕事をやらせれ
ばいい。仕事をやらせる場合にいちいち説明をひとつひとつするくらいならば，
自分でやったほうが早いということになりますから。したがって，そういうも
のを委譲していく，これが集権管理組織であります。
　それに対して分権管理組織は，もちろん権限を委譲しますけれども，ただ個
別的な委譲ではなく組織的委譲だということになる。組織もいろいろですけれ
ど，基本的にはメーカーであれば，生産，販売，調達という3つの機能をまと
めて委譲していくというかたちになります。だから，そこで委譲された側は，
今挙げた3つの経営の基本的職能，生産，販売，調達，あるいはそれ以外にも
権限を委譲されることもありますが，これらをどう組合わせるか，どういう商
品を作るのに，どういう材料を買ってきて，どういうふうに作って，いくらで
売るか，それを全部部門が決めればいいということになります。そこで，この
分権管理組織という組織が，見直されてきたということです。ものの本によれ
ば，実はピラミッドを作るときにこの分権管理組織でやったという記述があり
ますが，本当かどうか，詳細はわかりません。
　それはともかくですね，この分権管理組織で，権限を組織的に委譲された部
門を事業部というふうに呼ぶということです。その部門を何を中心に設定する
かはいろいろあり，たとえばメーカーであれば，製晶ないしは製晶グループ別
というのが多い。それからまた，流通業とかサービス業であれば，地域別ある
いは支店別というのが多いということでありまして，そこに権限をその責任者
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に組織的に委譲していくということから，この事業部制という組織がさかんに
議論される。一また実際に採用されているということです。
　実は，こういう分権管理組織についてはですね，、、最初にこの分権管理組織に
関する著書を書いた人がいる。ζれはドイッの，例のシュマーレンバッハとい
う大先生でありまして，この人が『プレテイアレ・レンクング（pretiale　Lenk－
u㎎）』という本を書きまして，これは，第二次大戦前ですけれども，チェ
コ・スロバキアに靴のメーカーがあったのですが，その企業がこの分権管理組
織をそのまま使って，しかも業績の上がった部門に対しては多額の報奨金を与
えるという、ことで，非常に業績を伸ばしたということがあったようて；・シ立
マーレンバッハはその事例を入れながら，このプレテイアレー・レンクング，、一つ
まり分権管理組織の良さを説明しております。おそらくこれが，最初の分権管
理組織に関する著作であろうということです。
　どうもシュマーレンバッハ先生は，原価計算に関しては大変に優れた著作が
ありまして、有名な『原価計算と価格政策』という本を著わしている。さかん
に議論はしておりますけれど，簡単にいってしまえば，要するに価格はマー
ケットで決まる，．それに対して一生懸命原価計算をやったって，何にもならな
いではないか，これでなければ売らないよといっても，それでは買いませんと
いわれれば，それっきりの話だし，、マーケゾトで価格は成立しているのだか一ら，
そういう状況の下で原価計算は一体どういう意昧を持っているのだとレ）う問題
を，最初に取り上げている。
　彼がいうのはですね，要するに，それは確かにそうだと。しかしそのマー
ケットの価格，一た，とえば原価ユ00万円の製品がある，、と」ころがマーケットの価
格は90万円だとすると，、売れば10万損をする。だけど，その場合売らないほう
がいいかというと，売らないよりは売ったほうがいいという、場合はいくらでも
あるわけです机ですから，・つまり原価の内容が問題だ。一そこで原価の内容を
明らかにする上で原価計算というのは必要なのだと。一だからその価格でマー
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ケットに出すか出さないかという意思決定に必要な情報を原価計算が出してい
るわけで，価格が非常に下がってしまって，50万なら売れば損するということ
もあるかもしれない。殊に変動費，固定費の問題がそこに絡んでまいりますが，
そのようなことなど優れた主張をいろいろと展開しているのです。
　ただこれだけやる人が，原価管理に関する著作がないのです。ドイッでは，
原価管理について，理論面では戦後はともかく戦前はどちらかというとあまり
関心を示していなかった。ただ，シュマーレンハッハ先生は，むしろ原価管理
という観点よりは，こういう事業部制のような組織を利用して，業績の良いも
のには成功報酬のようなものをうんと与えるという，こういう管理組織が必要
だと考えていたのではないかというふうに思われる節もございます。
　余談になりますけれども，私，シュマーレンバッハ先生が教えていたケルン
大学に行ったときに，大先生はもう亡くなられていますが，向こうの人がです
ね，私の名前は小川ですけれど，その日本語の小川というのをドイツ語に翻訳
せよというのですね。そうすると，なんていったらいいのかと思ったのですが，
小はドイツ語でシュマール（schmal），川もいろいろあるけれど小さい川だか
らバッハ（Bach）でいいだろうといったら，向こうの人は笑っているんですね。
なんでだろうと思ったら，「おまえは日本のシュマーレンバッハ
（Schmalenbach）だ」（笑）といわれたのです。そんなに偉くないといったので
すけれども（笑）。まあ，そういう「ご縁」もございます（笑）。
　それでですね，ただ，分権管理組織が全ていいのかという問題もあると思う
んですね。さかんに，分社だとか事業部だとか社内資本だとか，しょっちゅう
新聞などにも出てきますけれども，集権管理システムと分権管理システムには
一長一短がある。それは何かといいますとですね，それぞれ特徴がある。たと
えば，集権管理システムというのは，むしろ「能率」を上げるという観点から
は，こっちのほうが優れていると思いますね。つまり，生産品目をしぼってし
かも大量生産にかけるということから，コストが下がるということは当り前の
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ことですから。また，生産活動の合理化も可能です。したがりてですね，集権
管理システムというのは能率という観点からすれば，こっちのほうがどちらか
といえば優れていると思う。
　それに対して分権管理システムのいい点は何かといいますと，これは「対
応」だと思います。企業を取り巻く状況がどんどん変わる中で，企業はそれに
対してベストの形で対応していかなければならない。そうすると集権管理シス
テムみたいに，、いちいちそれをトップまで情報を持っていって，またトップが
意思決定をしてそれが降りてくる，なんてやっているうちに，時機を失してし
まうこともある。だいたい一般的にいわれることは，大企業というのは，動き
が緯いといいますよね。だからそういう場合に，分権管理システムというのは，
非常に優れた能力を発揮するだろうと思いますし，また現在みたいに，少晶
種・大量生産ではなく，多品種・少量生産の時代になってくると，この分権管
理システムのほうが，メリットが多いということもいえるのではなかろうかと
思います。、
　2）部門業績評価と社内金利・社内資本金制度
　あと，部門の業績評価をする場合に，緒局，原価とか売上高ということだけ
でなく，当然そこに金利をつける必要があるということなのですが。社内金利，
これもいろいろありますが，さらに社内金利だけではなくて，社内資本金とい
う制度もつくられております。社内資本金というのは本釆の資本金ではなくて，
便宜上いっているものです。資本金というものを事業都ごとに一応計算上設定
して，その事業部に対して一定の配当を要求する，その社内資本金に見合うよ
うな配当を要求するというこ一と老やる。、それから，ある企業では社内資本金で
事業部ごとに自由に増資ができる6すると，税金の負担も入りますから，二資本
金の配当の負担というのは大きいわけです，金利のほうがずっと安いですから。
だからあまり社内資本金を増やすなんてことはしないデしたがらない。これは
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当然だと思いますけれども，ただ，その事業部の責任者がその事業部に入って
どれだけ増資したかということが業績評価になる，という管理方式も考えられ，
部門の管理者をあちこちから責めたてているという制度でもございます。
　3）分社経営
　さらに，分社経営として独立させてしまう。この分社経営で独立させるとい
うのは，どういうことなんだろう，どういうメリットがあるのだろうというこ
となのですが，考えると2つくらいかなあと思うのですが，ひとつは，企業を
独立させますと，税率の低い交際費の範囲が広がるので，それが狙いだという
人もいるくらいです（笑）。それからもうひとつは，分社化していくと，たとえ
ば今まで部長などの地位にいた人が，今度は会社の社長，副社長や専務くらい
になるということから，独立心が高まるというようなこともいわれるんですね。
それからもうひとついわれるのが，賃金問題です。たとえば，地方にある工場。
同じ組織ですと，賃金レベルを同じにしなければならない。地方は賃金が安い
ですから，したがって独立させたほうがよいということもあると思います。そ
こら辺のところが分社することのメリットかなあというふうに恩うのですが
・…・。反対に課税問題という未解決の点もあります。
　私の後輩がかつてある石油会社にいまして，部長をやっていたのですけれど
も，今度子会社の專務になって転出をした。本人がいっているのですが亨昔の
話ですが，たとえば銀座で飲んでみろというんですね。部長の名刺だと全然モ
テないけれど，専務の名刺だとモテ方が違うよというんです（笑）。そうなのか
なあとも思うのですが，まあ，そういうこともあります。
　ただ，どうも見てますと，分権化にせよ集権化にせよ，いろいろやっている
のですけれども，それぞれ一長一短があるので，分権化すれば全ていいとはい
いません。ことに，機能的にお互いの活動がダブってきて，たとえば音，昭和
30年代の始めころ，総合電機メーカ」が日本では最初に，この事業部制に飛び
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ついたと思う一のですがぺそうすると秋葉原あたりの卸屋でですね，、．それまでは
そこの会社カ｛らセ∵ルスマンは；、■ユ日に2人か，せいぜいa人来れば多いほう
だった。一ところが事業部制を採用した途端；」十何人出入りするというのです。
これはそれぞれの事業部で扱づている製品しか売りませんからね、だから全体
から見ると随分ロスをしているというようなところが出てくる。その調整はさ
かんに行われており、まして，そういう矛盾はかなり減って皿きているといえます
けれども，そういう面があるというのは考えておく必要がある。
　それから，ある人にいわせますと，事業部制というのは，」成長期にはいい6
ところが逆に守りの経営になった場合にはあまりよくないというようなこIとを
いう人もあります。
　それから，。またある人は，組織というのは，．その組織に慣れ．きってしまうと、
どうもダメになるふ新しい組織になると，一また新鮮になって非常に組織が活性
化してくる。それに憤れきってしまうとまたダメになる・、だから時々組織は変
えたぽうがいいという意見が牽りまして一件に組織いじりともいいますが
一。まあ，音，ソ連のフルシチョフが組織ばかりゼじくり回して，」．それで結
局追い出されてしまったということがありますが。そういうζともあるかもし
れません。
3、経営分析と資金管理
　あと，資金管理の問題がありますけれども，時閻が李りませんので，だいた
いで省略させていただきますけれども。ただ，資金管理，これはたとえば，今
の会計制度でいいますと，会社が赤字になる。しかし，赤字になってもつぶれ
ないのです。それはなぜかといえば，今の会討制度はひとつの約束の基に計算
した績果が赤字になるに過ぎないのです。ところが収支計算，収入・支出の計
算というのは，赤字になった途端会社はつぶれるんです。したがって，収支計
算というのは，そういう意味ではきわめて重要な意味を持つと思います。
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　もちろん最初は収支計算であって，それがだんだん進歩した形で今の会計制
度が成立したのですけれども，しかし，ある意味からいうと，収支計算という
のは，そういう意味では，企業の命運を握る大変なポイントにもなるというこ
とで，日本は高度成長期に無理をして成長をしたために，黒字倒産というのは
いっぱいあった。儲かっているのだけれども倒産してしまう。これは資金繰り
の失敗ですね。「勘定合って銭足らず」などということがあったのですから。
まあ，今はあまりないということですけれども，ただそういう問題もあるとい
うことでございます。
1V　今後の展望
　あと，多変量解析とか，質的指標などということも，いろいろいわれます。
経営分析の指標というのは，皆個々バラバラですから，それをまとめて総合的
な判断を下す。また場合によっては，それにある程度質的要素も加えて判断を
下すということも必要ではないかということで，いろいろ提案が行われている
ということですが，ちょっと時間の関係で申せません。
V　おわりに
　本日は，やや時問の配分を誤りまして，一部積み残したところがあったと思
いますけれども，ご静聴いただきましてありがとうございました。
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